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W e e k l y！ I n v e s t m e n t  E n v i r o n m e n t

※国名の略称は次を⽤います。欧︓ユーロ圏、独︓ドイツ、英︓イギリス、仏︓フランス

米国 日本 欧州

月 7/14

5月機械受注
5月第3次産業活動指数
⽇銀「⽣活意識に関するア
ンケート調査」

EU外相理事会

火 7/15

6月消費者物価指数
ボストン連銀総裁講演

欧︓5月鉱工業⽣産
独︓7月ZEW景気予測指数
英︓ベイリーBOE総裁講演

水 7/16

6月⽣産者物価指数
6月鉱工業⽣産
ベージュブック
ﾀﾞﾗｽ連銀総裁講演
ｸﾘｰﾌﾞﾗﾝﾄﾞ連銀総裁講演

6月訪⽇外客数 欧︓5月貿易統計
英︓6月消費者物価指数
英︓5月住宅価格指数

木 7/17

6月小売売上高
7月NAHB住宅市場指数
NY連銀総裁講演

6月貿易統計
6月新築マンション市場動向

英︓6月雇⽤者数
英︓5月週平均賃⾦、失業率

金 7/18

6月住宅着工件数
7月ﾐｼｶﾞﾝ大消費者信頼感指
数

6月消費者物価指数 欧︓5月経常収支
独︓6月⽣産者物価指数

土 7/19

日 7/20 参議院議員選挙投開票

来週のタイムテーブル

（出所）各種資料
1

参院選での与党の獲得議席数来週の
注目点



W e e k l y！ I n v e s t m e n t  E n v i r o n m e n t

カナダ・豪州・NZ アジア新興国 その他新興国

月 7/14

加︓5月卸売売上高 中︓6月貿易統計
印︓6月消費者物価指数
印︓6月卸売物価指数

伯︓5月経済活動指数

火 7/15

豪︓7月ウエストパック
消費者信頼感指数

加︓5月製造業売上高
加︓6月消費者物価指数

中︓4-6月期GDP
中︓6月鉱工業⽣産
中︓6月小売売上高
中︓1-6月固定資産投資
中︓6月不動産投資
中︓6月調査ベース失業率
中︓6月70都市住宅価格
印︓6月貿易統計

水 7/16

加︓6月住宅販売件数
加︓6月住宅価格指数

韓︓6月失業率
尼︓⾦融政策決定会合

⼟︓6月財政収支
南ア︓5月小売売上高
露︓6月⽣産者物価指数

木 7/17

豪︓6月雇⽤統計 星︓6月非石油地場輸出 ⼟︓6月住宅価格指数

金 7/18

泰︓*6月貿易統計（通関
ベース）

⽐︓6月国際収支
⾺︓4-6月期GDP
⾺︓6月貿易統計

土 7/19

日 7/20

2

（出所）各種資料

※*は当該⽇以降に発表を予定しています。※国名の略称は次を⽤います。加︓カナダ、豪︓豪州、NZ︓ニュージーランド、
中︓中国、韓︓韓国、印︓インド、尼︓インドネシア、星︓シンガポール、泰︓タイ、⽐︓フィリピン、越︓ベトナム、
⾺︓マレーシア、⼟︓トルコ、露︓ロシア、墨︓メキシコ、伯︓ブラジル、南ア︓南アフリカ
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米国

3

経 済 ･ ⾦ 利 株 式

⽶国︓10年国債利回り

（％）

- ⾦利は週を通じて小動きだった。諸外国に
対する相互関税の通知や銅への50％関税
など通商政策関連のニュースは多かったも
のの、債券市場の目⽴った材料とはならな
かった。

- 新規失業保険申請件数は予想対⽐好結果
だった一方、失業保険継続受給者数は予想
通りだった。祝⽇の影響で振れやすい面は
あるものの、両指標ともに例年の動きにお
おむね即した結果となった。失業保険のう
ち、継続受給者数は5月にかけて増加ペー
スが加速したことから、採⽤抑制が進んで
いたとみられる。足元で増加ペースが再び
加速する様⼦は⾒られず、労働市場の脆弱
性が一段と強まっている可能性は低い。

- 6月FOMC議事録は利下げを巡る⾒解の相
違を改めて示した。「ほとんどの参加者」
は年内の追加利下げが適切である可能性が
高いと指摘した一方、「何人か」はインフ
レ上振れリスクや堅調な経済情勢を理由に
年内利下げ⾒送りが最も適切と指摘した。

（出所）ブルームバーグ

⽶国︓失業保険

R E I T

※直近値は新規申請件数が2025年7月4⽇、継続受給者数が
2025年6月27⽇

- 10⽇（木）までのS&P500の週間騰落率は
+0.0%。相互関税上乗せ分の適⽤一時停
止の期限だった9日を波乱なく通過した。

- 7⽇は▲0.8%。トランプ大統領が⽇本な
ど14カ国への相互関税の新たな税率を通
告したことが嫌気された。ただし税率は4
月時とほぼ同水準であり、適⽤が8月1⽇
まで延⻑されたことから、過度なリスクオ
フムードとならず。9⽇は更にブラジルな
ど８カ国への通告があったが+0.6%と反
発。エヌビディアが一時史上初めて時価総
額4兆ドルを突破。7⽇は経済指標等を好
感し+0.3%。S&P500は最⾼値を更新。

※期間は当資料発⾏⽇の前⽇を基準に過去1年間

（万件）

- Nareit指数（配当込み）は前週末から10⽇
まで▲0.7%。全体としては⾦利高止まり
がネックである反面、今週は不人気銘柄の
上昇も⾒られた。デルタ航空の通期業績⾒
通し復活を受けて、ホテルREITが連れ高。

通商交渉期限を波乱なく通過今週の
振返り

（出所）⽶労働省

（万人）
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米国

4

⽶国︓株価指数 ⽶国︓REIT

（⽶ドル）

（出所）ブルームバーグ（出所）ブルームバーグ

株 式

- 経済指標は主に15⽇（火）6月CPI、16⽇
（水）6月PPI、17⽇（木）6月小売売上高
などが予定されている。FRB関連では16
⽇にベージュブックなど。

- 5月分に続き、関税引き上げが物価指標に
どの程度影響を与えるかに注目が集まる。
多くの企業は関税によるコスト上昇分を
「3カ月以内」に価格へ反映させるとして
おり、いよいよ顕在化する可能性がある。
一方、対中関税が5月に大幅に引き下げら
れたことを受けて、企業は在庫積み増しに
再び動いている。また、諸外国の輸出企業
では関税によるコスト上昇分を利益を圧縮
する形で吸収するケースが目⽴つ。仮に物
価への影響が顕在化したとしても、利下げ
期待を大きく低下させるほどにインフレが
加速するリスクは小さいだろう。ただし、
CPIで最終製品価格の安定が確認されても、
その後に発表されるPPIで企業の投入コス
トの上昇が⾒られれば、インフレリスクと
判断される可能性がある点には留意。

R E I T

経 済 ･ ⾦ 利

来週の
注目点

- 相互関税についての山場をいったん通過し
たことで、市場の関心は関税政策のみなら
ず、発表が本格化する25年4-6月期決算に
も向かおう。15⽇（火）以降に大⼿⾦融
株、16日（水）蘭ASML、17日（木）台
湾TSMCの決算発表が予定されている。

- TSMCは既に10⽇、アナリスト予想を超え
る4-6月期売上高を公表している。同社及
びASMLの決算発表において、AI向け半導
体の需要⾒通しに関して好材料が示されれ
ば、AI関連株は更に騰勢を強めることにな
ろう。その場合、S&P500は継続的に最高
値を更新すると思われる。

※期間は当資料発⾏⽇の前⽇を基準に過去1年間

- 産業施設、オフィス、簡易住宅などの決算
発表に注目。今週発表された産業施設銘柄
の業績進捗報告では、稼働率やテナントの
意思決定スピードの改善が確認されており、
市場の⾒方はやや楽観に傾いているようだ。

物価指標と半導体企業決算

※期間は当資料発⾏⽇の前⽇を基準に過去1年間
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日本
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株 式

日本︓10年国債利回り

（％）

（出所）ブルームバーグ

- 10⽇までの前週末⽐は、⽇経平均株価
▲0.4%、TOPIX▲0.6%、グロース250
が+5.7％。7⽇に⽶国が日本に対して8月
1日から25％の輸入関税を課すと発表した
が、事前の警戒感が強かったことや、関税
引き上げまで時間があること、⽶国のイン
フレ加速が意識され円安が進⾏したことな
どから翌8⽇は上昇した。その後も、⽶国
は銅へ50％、医薬品へ200％の追加関税や、
ブラジルへ50％の相互関税の賦課を発表
したが、株価はさほど悪材料視せず。3-5
月期企業決算発表もネガティブなものが多
かったが、市場全体は底堅く推移した。海
外投資家は現物で14週連続、現物・先物
合計で12週連続の買い越し。一方、⾦融
機関は先物中心に大幅に売り越した。

- 業種別では、精密、非鉄、窯業などが上昇
し、電⼒、その他製品、保険などが下落し
た。個別では、ベイカレント、共⽴メンテ
ナンス、タダノなどが上昇した一方、⽇産
⾃動⾞、SHIFT、⻄武Hなどが下落した。

R E I T

経 済 ･ ⾦ 利

- 東証REIT指数（配当なし）は、前週末か
ら10⽇まで+0.2％。7⽇に終値ベースで
1,800ptに達したが、その後は⾦利上昇に
より反落した。

- 6月の東京ビジネス地区のオフィス空室率
は低下、賃料上昇が続いた。新規物件供給
は順調に吸収されている。

米国関税発表も円安進行で底堅く推移今週の
振返り

- ⾦利は超⻑期を中心に全般的に上昇。今月
20⽇に予定されている参議院議員選挙で
は、⾃⺠・公明の与党が過半数維持に苦戦
しているとの報道が相次いでおり、拡張的
な財政政策を掲げる野党の勢⼒拡大が予想
されている。将来的な財政支出の増加懸念
が⾦利上昇圧⼒となった。

- ⽶国は⽇本を含む複数の貿易相⼿国に対し
新たな関税率を通知した。⽇⽶交渉が難航
する中、⽇本は当初示されていた24%か
ら若⼲引き上げられ、25%の相互関税が8
月1⽇より適⽤される⾒通しである。

日本︓30年国債利回り

（出所）ブルームバーグ

（%)

※期間は当資料発⾏⽇の前⽇を基準に過去1年間
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日本

6

日本︓株価指数 日本︓REIT

（円）

（出所）ブルームバーグ（出所）ブルームバーグ

株 式

- 20⽇（⽇）に参議院議員選挙の投開票。
苦戦が予想されている与党の過半数維持な
るか。過半数割れの場合、政権の枠組みの
動向に注目。通常、政権の不安定化は悪材
料視される場合が多いが、今回は野党の方
が減税に前向きであり、過半数割れの場合
でも、さほど懸念が高まらない可能性も。

- ⽶国の経済統計、特に6月⽶CPI・PPIな
ど物価統計に注目。6月は⽶相互関税上乗
せ部分の停止期間中の駆け込み輸入があっ
たと⾒られ、コンテナ船運賃が上昇したほ
か、中東情勢の不安定化で原油価格も上昇
した。一方、最近の⽶国の物価統計は下振
れ傾向が目⽴ち、関税の価格転嫁もほとん
ど⾒られないほか、住宅価格も下落傾向に
ある。夏場にかけて⽶⾦利低下・⽶ドル安
進⾏の季節性があるほか、⽶ドルの不人気
もあり、市場予想を下回った場合には円高
⽶ドル安の進⾏に注意。また、6月⽶小売
売上⾼や住宅関連の指標にも注目。⽶国以
外では日中の6月貿易統計などに注目。

R E I T

経 済 ･ ⾦ 利

来週の
注目点

- 引き続き、1,800ptを上値目処にレンジ圏
での推移を想定する。6月のREITの投資主
体 別 売 買 動 向 で は 、 国 内 ⾦ 融 機 関 が
1,800pt水準で売り⼿に回っている様⼦が
⾒られ、短期的に上値は重い印象。

- 各社決算発表では、特にオフィスやホテル
を中心とした内部成⻑戦略に注目している。

参院選、米国経済指標、為替動向

- 20⽇（⽇）に予定されている参議院議員
選挙を巡る情勢に注目。石破⾸相は⾃⺠・
公明の与党で非改選と合わせて過半数を維
持する目標を掲げている。しかし、従来の
⾃⺠党支持層の一部が参政党等に流れてい
ると⾒られ、ある情勢調査では与野党が競
り合う改選1人区（全32区）のうち、⾃⺠
党が優位に⽴つのは9選挙区にとどまると
の報道もある。参院選は直接的に政権交代
をもたらすものではないものの、政治的不
透明感を背景に、来週にかけては超⻑期⾦
利に上昇圧⼒がかかりやすいと⾒られる。

※期間は当資料発⾏⽇の前⽇を基準に過去1年間 ※期間は当資料発⾏⽇の前⽇を基準に過去1年間
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来週の
注目点

欧州

7

（出所）ブルームバーグ

（％）

- トランプ⽶大統領は8⽇に、対EUの相互関
税率を恐らく2⽇以内に通知することにな
ると述べた。⽇本時間7月11⽇15時時点で
は未発表だが、程なく何らかの通知があろ
う。4月2⽇に発表された対EUの相互関税
率は20%であった。ラガルドECB総裁の
過去の発言を参考にすれば、EUが20%の
報復関税で応酬した場合、ユーロ圏の当面
の経済成⻑率を0.4%pt押し下げると試算
される。もっとも、ドイツによる国防費、
インフラ投資の増額や、EU全体での国防
費の増額は景気押し上げ要因であり、関税
による景気悪化を一部相殺する。分野別関
税や諸々の条件にも依るが、税率20%の
ままでもユーロ圏経済への影響は限定的か。

- EUと⽶国との貿易交渉が合意に⾄るとの
⾒通しからか、ECBの追加利下げに関する
市場の織り込みが後退し、ドイツの10年
国債利回りは2.7%超へ上昇した。終値で
は4月2⽇以来の高水準。

来週の注目点

今週の振り返り ⽶国︓対EU貿易収⽀（財）

英国・ドイツ︓10年国債利回り

（出所）⽶国商務省

- 経済指標では英国の6月雇用者数、5月週
平均賃⾦、失業率に注目。雇⽤者数は7カ
月連続で減少中で、5月は前月差▲10.9万
と、コロナ禍初期の2020年4、5月に次ぐ
大幅減。これを受けて、週平均賃⾦の伸び
率の一段の鈍化と失業率の上昇が⾒込まれ
る。BOEも雇⽤情勢の悪化を懸念しており、
8月の⾦融政策委員会での利下げの根拠の
一つとなろう。6月消費者物価指数にも注
目。総合、コアとも5月と同程度の前年同
月⽐+3%台半ばと⾒込まれる。当面は公
共料⾦の引き上げ等の特殊要因の寄与が大
きく、伸び率が鈍化し始めるのは10-12月
期とBOEも想定している。それだけに、既
に現時点で伸び率が目⽴って鈍化するよう
であれば、かなりのサプライズになる。

- ひとまず沈静化したが、英国では財政悪化
への懸念が燻り続ける。ベイリーBOE総裁
の15⽇の講演で財政への言及があるか。

※期間は当資料発⾏⽇の前⽇を基準に過去1年間

米国との貿易交渉
英国の雇用関連指標

（億⽶ドル）

※直近値は2025年1-3月期
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為替レートの推移

為替レートの週間変化率（対円）

※期間は前週末から当資料発⾏⽇の前⽇

（出所）ブルームバーグ

（％）

（出所）ブルームバーグ

（⽶ドル/ユーロ）（円/⽶ドル）

円安円高

- 先週末、トランプ⽶⼤統領が関税率に関す
る書簡送付を始めるとし、関税率はおそら
く10〜70％になると発言。リスクオフの
円高に作⽤し、⽶ドル円は144円台で取引
を終了。今週初には、OPECプラスが8月
の増産拡大で合意したことによる原油安も
円高に作⽤。ただ、⽶大統領が関税に関す
る書簡、または合意文書を⽶東部時間7⽇
正午から送付開始すると述べた後には、⽶
ドル高や円安が進⾏した。日本と韓国から
の輸入品に対し8月1日から25％の関税を
課すと表明すると、⽶ドル円は8⽇に146
円台に上昇。⽶消費者の1年先インフレ期
待の低下を受けて⽶ドル安に振れる場面も
あったが、9⽇には147.18円まで上昇した。

- ⽶⾦利低下につれて⽶ドル安に傾き、クロ
ス円全般も円高に転じるなかで、⽶ドル円
は10⽇に145.73円まで反落。⽶新規失業
保険申請件数の減少などを受けた⽶ドル高
により⽶ドル円は146円台に持ち直した。
11⽇、⽶国がカナダに35％の関税と報じ
られると、クロス円が一時円高に振れた。

- トランプ⽶大統領が7⽇と9⽇に書簡で通
知した8月1⽇からの関税率について、4月
発表時から引き上げたのは⽇本、マレーシ
ア、フィリピン、ブラジルなど5カ国、同
水準としたのは韓国、タイ、インドネシア
など5カ国、引き下げたのは12カ国である。
こうしたなか、今週前半にはリスクオンや
海外⾦利上昇による円安が進んだ。ただし、
関税による⽇本経済の悪化懸念や⽇銀の利
上げ期待後退を反映した国内⾦利低下の円
安は進んでいない。また、海外株は堅調に
推移しているがリスクオンの円安圧⼒は限
定的とも言え、今週後半には⽶国⾦利が低
下に転じて円高に作⽤する動きも⾒られた。
⽶関税政策を背景に⽶国⾦利が上昇するの
か、それとも低下するのかが、為替相場を
左右する要因として注目される。

来週の注目点

今週の振り返り

来週の
注目点

※期間は当資料発⾏⽇の前⽇を基準に過去1年間

為替

米国金利の方向性
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シンガポール・ドル
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インドネシア・ルピア
中国⼈⺠元

香港ドル
米ドル

インド・ルピー
ノルウェー・クローネ

メキシコ・ペソ
豪ドル

スウェーデン・クローナ
ロシア・ルーブル
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カナダ・豪州
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豪州︓10年国債利回りと為替レート

（出所）ブルームバーグ

カナダ︓10年国債利回りと為替レート

（出所）ブルームバーグ

（％） （円/カナダ・ドル） （％） （円/豪ドル）

※期間は当資料発⾏⽇の前⽇を基準に過去1年間 ※期間は当資料発⾏⽇の前⽇を基準に過去1年間
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豪州

今週の振り返り

来週の注目点

- RBAによる予想外の政策⾦利据え置きなど
を受けて、国債利回りは幅広い年限で上昇
した。豪ドルは⽶ドルに対して前週末⽐
0.5%増価し、円に対しては同1.7%増価。

- 8⽇のRBA理事会では、市場の利下げ予想
に反して政策⾦利の据え置きが決定された。
声明文では、「インフレ率が持続的に（目
標レンジの中心である）2.5%へ向かって
いることを確認するために、もう少し情報
を待つことができる」とした。今回から公
開が始まった票決は6対3で、市場や少数
派委員の⾒方と、多数派委員とでは利下げ
の方向性は合っているがタイミングが少し
異なったとブロック総裁は説明した。RBA
は今年2月と5月に利下げを決定したが、
今後も消費者物価指数が四半期ごとに発表
される直後に利下げが決定される可能性が
高く、今年はあと8月と11月が有⼒だろう。

雇用統計に注目

今週の振り返り

来週の注目点

- ⽇本時間11⽇午前、トランプ⽶大統領は8
月1⽇からカナダに35%の関税を課すと通
知し、為替市場はカナダ・ドル安で反応。
カナダがフェンタニルの⽶国への流入抑止
に協⼒し、カナダの不公平な関税・非関税
障壁を是正すれば、関税率を下げるとも述
べており、来週は交渉の⾏方に注目したい。

- 15⽇（火）発表の6月消費者物価指数に注
目。関税による物価上昇が限定的であれば、
利下げ再開の機運が高まる可能性もあろう。

カナダ 米国との通商交渉と
消費者物価指数に注目

- カナダ固有の材料に乏しい中、カナダ・ド
ルは対⽶ドルで前週末⽐0.4%減価した一
方、⽶国から⽇本への相互関税引き上げ通
知を受けた円安進⾏により、対円では同
0.7%増価。国債利回りは小幅に上昇した。

- 先週4⽇に発表された6月サービス業PMI
は44.3と5月の45.6から低下。製造業と同
様に関税に対する過度な懸念からの揺り戻
しは終わった模様。すでに実際の経済活動
にも負の影響が出ており、11⽇発表の6月
雇⽤統計も弱めの結果が予想されている。

- 17⽇（木）に6月雇用統計が発表される。
労働市場の堅調さが示されれば、RBAの四
半期ごとの緩やかな利下げを正当化しよう。
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- NIFTY50指数は前週末⽐▲0.4%。週の前
半は、印⽶貿易合意が近く発表されるとの
⾒方から様⼦⾒姿勢が優勢となり横ばい圏
で推移。その後は、8⽇を過ぎても貿易合
意が発表されず、貿易交渉への警戒感が重
しとなったことなどから弱含んで推移した。

- 印⽶両政府が貿易合意の成⽴が近いとの⾒
方を示していたが、10⽇時点で合意は発
表されていない。４⽇には、インドが⽶⾃
動⾞関税に対抗して⽶国からの輸入品に報
復関税を課す方針をWTOに通知した。
もっとも、現時点で同報復関税は発動して
おらず、あくまで交渉上の駆け引きと⾒ら
れる。一方で、⽶国はこれまでに医薬品に
対する200％の関税のほか、BRICS加盟国
に対する10％の追加関税を示唆した。報
道によれば、インドの代表団は近⽇中に訪
⽶予定で、貿易交渉は継続中と⾒られる。

ブラジル・インド

10

インド

ブラジル︓株価指数と10年国債利回り インド︓株価指数と10年国債利回り

（%）（%）

（出所）ブルームバーグ（出所）ブルームバーグ

印米貿易交渉や
6月CPIなどに注目

今週の振り返り

来週の注目点
- 印⽶貿易交渉や、6月消費者物価指数に注

目。また、来週以降は決算発表が本格化す
る。リライアンス・インダストリーズや、
アクシス銀⾏などの決算は注目度が高い。

※期間は当資料発⾏⽇の前⽇を基準に過去1年間 ※期間は当資料発⾏⽇の前⽇を基準に過去1年間
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米国との通商交渉に注目ブラ
ジル

今週の振り返り

来週の注目点

- ⽶国との通商交渉に注目。貿易依存度の低
さや支持率回復の思惑などから、ルラ政権
が強硬姿勢を貫く可能性には注意したい。

- ⽶国の関税引き上げ通知を受けて、ブラジ
ル・レアルは対⽶ドルで前週末⽐2.0%減
価し、対円で0.8%減価。⾦利は上昇した。

- ⽶国は9⽇、ブラジルへの相互関税を8月1
日から50%にすると通知。4月2⽇の発表
時は最低基準の10%だけであったためサ
プライズ。書簡ではボルソナロ前大統領に
対する「魔⼥狩り」（同氏がクーデター未
遂の罪で起訴されていることなど）を即時
に止めるよう求めており、今回の関税引き
上げは多分に政治的な意図が大きいとみら
れる。世論調査によると、来年の大統領選
挙にボルソナロ前大統領が出⾺できれば、
ルラ現大統領に勝つ可能性が高い。ルラ政
権は、ボルソナロ前大統領の件を棚上げし
て交渉に臨むとみられ、難航が予想される。
ただし、10⽇はレアル高・⾦利低下とな
るなど、パニック的な売りは一服した模様。
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中国・ASEAN
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インドネシア・ベトナム︓株価指数中国︓株価指数と10年国債利回り

ASEAN中国

- CSI300指数は前週末⽐+0.7%、ハンセン
指数は同+0.5%。⽣産者物価指数の下振
れが相場の重しとなったが、社会保険補助
の拡大や若年失業者への支援を含む雇⽤支
援策の拡充が発表されたことなどを好感。

- 6月の消費者物価指数は前年同月⽐+0.1%
と、5月（同▲0.1%）から上昇に転じた。
一方で、生産者物価指数は同▲3.6%と、
5月（同▲3.3％）から一段と下落し、2年
ぶりの下落率となった。ディスインフレが
⻑引く中、当局は過剰⽣産能⼒や過度な価
格競争の抑制を強化する方針を示唆してい
る。もっとも、ディスインフレの背景には、
内需の不足や外需の悪化などの需要サイド
の要因もあると⾒られ、供給サイドに限っ
た政策では⼒不足となる公算が大きい。

今週の振り返り

- ASEAN株式市場はまちまちで推移。⽶国
の各種関税政策への反応はおおむね限定的。

- トランプ⽶大統領はASEAN各国を含む22
カ国に対して新たな相互関税率（10⽇時
点）を発表したほか、BRICS加盟国に対し
て10％の関税を追加で賦課する旨を示唆。
もっとも、このうち多くの国に対する相互
関税率は小幅な変更に留まったほか、関税
発動の期限は8月1⽇まで延⻑されている。

- マレーシア中銀は外需の不確実性が高まっ
ていることなどから、予防措置として5年
ぶりの利下げを実施。今後の⾦融政策の方
針については明確な姿勢を示さなかった。

- ベトナムの4-6月期実質GDP成⻑率は前年
同期⽐+7.96％と高い伸びを示した。相互
関税が一時停止中の⽶国への駆け込み輸出
や堅調な個人消費が高成⻑に寄与した模様。
貿易合意成⽴による先⾏き不透明感の低下
も相まって株価は強含みで推移している。

今週の振り返り

4-6月期GDPと
6月の月次経済指標に注目

来週の注目点
- 4-6月期GDPの発表に注目。4-6月期GDP

が大きく悪化しない限り、7月末の政治局
会議で大規模な景気支援策が発表される公
算は小さい。また、閣僚級の貿易協議が実
施される予定の8月上旬まで、⽶中貿易交
渉が大きく進展する可能性は低いと⾒る。

来週の注目点
- 各国の対⽶貿易交渉や、マレーシアの4-6

月期GDP、インドネシア⾦融政策に注目。

（%）

（出所）ブルームバーグ（出所）ブルームバーグ

各国の対米貿易交渉や
マレーシアGDPに注目

※期間は当資料発⾏⽇の前⽇を基準に過去1年間※期間は当資料発⾏⽇の前⽇を基準に過去1年間
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直近値 期間別変化幅 直近値 期間別変化幅

政策⾦利 7/10 1カ月 1年 3年 10年国債利回り 7/10 1カ月 1年 3年

⽶国 FFレート（上限） 4.50% 0.00 -1.00 2.75 ⽶国 4.35% -0.12 0.07 1.27

⽇本 無担保コール翌⽇物⾦利 0.50% 0.00 0.40 0.60 ⽇本 1.50% 0.02 0.42 1.26

ユーロ圏 中銀預⾦⾦利 2.00% 0.00 -1.75 2.50 ドイツ 2.71% 0.18 0.17 1.36

カナダ 翌⽇物⾦利 2.75% 0.00 -2.00 1.25 カナダ 3.41% 0.06 -0.07 0.11

豪州 キャッシュ・レート 3.85% 0.00 -0.50 2.50 豪州 4.28% 0.03 -0.06 0.81

ブラジル セリック・レート 15.00% 0.25 4.50 1.75 ブラジル 13.87% -0.12 2.22 0.62

メキシコ 銀⾏間翌⽇物⾦利 8.00% -0.50 -3.00 0.25 メキシコ 9.40% 0.18 -0.54 0.39

インド レポ⾦利 5.50% 0.00 -1.00 0.60 インド 6.32% -0.05 -0.66 -1.10

中国 7⽇物リバース・レポレート 1.40% 0.00 -0.40 -0.70 中国 1.66% -0.03 -0.61 -1.18

ベトナム リファイナンス⾦利 4.50% 0.00 0.00 0.50

直近値 期間別変化率 直近値 期間別変化率

株価指数 7/10 1カ月 1年 3年 為替（対円） 7/10 1カ月 1年 3年

⽶国 S&P500 6,280 4.0% 11.5% 61.1% ⽶ドル 146.26 1.0% -9.5% 7.5%

NYダウ 44,651 4.2% 12.4% 42.5% ユーロ 171.14 3.4% -2.3% 23.4%

⽇本 TOPIX 2,812 0.9% -3.3% 49.0% カナダ・ドル 107.12 1.1% -9.8% 1.9%

⽇経平均株価 39,646 3.8% -5.2% 49.5% 豪ドル 96.36 2.0% -11.7% 3.3%

欧州 STOXX600 553 0.0% 7.1% 32.6% ブラジル・レアル 26.43 1.6% -11.4% 2.2%

インド NIFTY50指数 25,355 1.0% 4.2% 56.3% メキシコ・ペソ 7.86 3.4% -13.3% 18.2%

中国 MSCI中国 75.62 -0.6% 31.1% 1.7%  インド・ルピー 1.71 1.3% -11.5% -0.2%

ベトナム VN指数 1,446 9.8% 12.4% 23.4% 中国人⺠元 20.37 1.0% -8.4% 0.2%

 ベトナム・ドン 0.56 0.6% -11.9% -3.8%

直近値 期間別変化率 直近値 期間別変化率

リート 7/10 1カ月 1年 3年 商品 7/10 1カ月 1年 3年

⽶国 NAREIT指数 24,887 -1.4% 8.1% 16.4% WTI原油先物価格 66.57 2.4% -18.9% -36.5%

⽇本 東証REIT指数 1,789 2.3% 4.4% -8.0% COMEX⾦先物価格 3,326 -0.5% 39.8% 90.9%

12

付録 データ集｜直近値・期間別変化幅/率

（出所）ブルームバーグ

※直近値と期間別変化幅/率は現地通貨ベース
※NYダウの単位は（⽶ドル）、⽇経平均株価の単位は（円）、WTI原油先物価格の単位は（⽶ドル/バレル）、

COMEX⾦先物価格の単位は（⽶ドル/トロイオンス）
※NAREIT指数は配当込み、東証REIT指数は配当なし
※ベトナム・ドンの対円レートは100倍表示



W e e k l y！ I n v e s t m e n t  E n v i r o n m e n t

 英ポンド ↑ポンド高  ↓ポンド安   ノルウェー・クローネ ↑クローネ高  ↓クローネ安 

（円/ポンド） （⽶ドル/ポンド） （円/クローネ） （クローネ/⽶ドル）

 チェコ・コルナ ↑コルナ高  ↓コルナ安   ハンガリー・フォリント ↑フォリント高  ↓フォリント安 

（円/コルナ） （コルナ/⽶ドル） （円/フォリント） （フォリント/⽶ドル）

 ポーランド・ズロチ ↑ズロチ高  ↓ズロチ安   ルーマニア・レイ ↑レイ高  ↓レイ安 

（円/ズロチ） （ズロチ/⽶ドル） （円/レイ） （レイ/⽶ドル）

 ロシア・ルーブル ↑ルーブル高  ↓ルーブル安   トルコ・リラ ↑リラ高  ↓リラ安 

（円/ルーブル） （ルーブル/⽶ドル） （円/リラ） （リラ/⽶ドル）

1.15

1.20

1.25

1.30

1.35

1.40

1.45

168

176

184

192

200

208

216

24/7/10 24/11/10 25/3/10 25/7/10

対円（左軸） 対米ドル（右軸）
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24

255.4

5.7

6.0

6.3

6.6

6.9

7.2

24/7/10 24/11/10 25/3/10 25/7/10

対円（左軸） 対米ドル（右軸、上下反転）
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3.6
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4.0

4.2
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4.632

34

36

38

40
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24/7/10 24/11/10 25/3/10 25/7/10

対円（左軸） 対米ドル（右軸、上下反転）

9.0

9.5

10.0

10.5
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11.5

12.013.0

13.5

14.0

14.5

15.0

15.5

16.0

24/7/10 24/11/10 25/3/10 25/7/10

対円（左軸） 対米ドル（右軸、上下反転）
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380

400

42030
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36
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24/7/10 24/11/10 25/3/10 25/7/10

対円（左軸） 対米ドル（右軸、上下反転）
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4.6
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4.928
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対円（左軸） 対米ドル（右軸、上下反転）

50
60
70
80
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100
110
1201.3

1.4
1.5
1.6
1.7
1.8
1.9
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24/7/10 24/11/10 25/3/10 25/7/10

対円（左軸） 対米ドル（右軸、上下反転）
30
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34
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40

422.5

3.0

3.5

4.0

4.5
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5.5

24/7/10 24/11/10 25/3/10 25/7/10

対円（左軸） 対米ドル（右軸、上下反転）

付録 データ集｜為替レート（欧州）
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※グラフの期間は当資料発⾏⽇の前⽇を基準に過去1年間
※ハンガリー・フォリントの対円レートは100倍表示 （出所）ブルームバーグ



W e e k l y！ I n v e s t m e n t  E n v i r o n m e n t

 中国⼈⺠元 ↑人⺠元高  ↓人⺠元安   香港ドル ↑香港ドル高  ↓香港ドル安 

（円/人⺠元） （人⺠元/⽶ドル） （円/香港ドル） （香港ドル/⽶ドル）

 韓国ウォン ↑ウォン高  ↓ウォン安   インド・ルピー ↑ルピー高  ↓ルピー安 

（円/ウォン） （ウォン/⽶ドル） （円/ルピー） （ルピー/⽶ドル）

 インドネシア・ルピア ↑ルピア高  ↓ルピア安   フィリピン・ペソ ↑ペソ高  ↓ペソ安 

（円/ルピア） （ルピア/⽶ドル） （円/ペソ） （ペソ/⽶ドル）

 マレーシア・リンギ ↑リンギ高  ↓リンギ安   ベトナム・ドン ↑ドン高  ↓ドン安 

（円/リンギ） （リンギ/⽶ドル） （円/ドン） （ドン/⽶ドル）

14,800

15,200

15,600

16,000

16,400

16,800

17,2000.80

0.85

0.90

0.95

1.00

1.05

1.10

24/7/10 24/11/10 25/3/10 25/7/10

対円（左軸）

対米ドル（右軸、上下反転）

3.8

4.0

4.2

4.4

4.6

4.8

5.026

28
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38
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対円（左軸） 対米ドル（右軸、上下反転）
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7.4

7.618
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24/7/10 24/11/10 25/3/10 25/7/10

対円（左軸） 対米ドル（右軸、上下反転）

1,200
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1,5009.5
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24/7/10 24/11/10 25/3/10 25/7/10

対円（左軸） 対米ドル（右軸、上下反転）
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対円（左軸） 対米ドル（右軸、上下反転）
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対円（左軸） 対米ドル（右軸、上下反転）
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27,0000.54

0.56

0.58

0.60

0.62
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0.66

24/7/10 24/11/10 25/3/10 25/7/10

対円（左軸） 対米ドル（右軸、上下反転）

7.74

7.76
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24/7/10 24/11/10 25/3/10 25/7/10

対円（左軸）

対米ドル（右軸、上下反転）

付録 データ集｜為替レート（アジア）
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※グラフの期間は当資料発⾏⽇の前⽇を基準に過去1年間
※韓国ウォンとインドネシア・ルピアとベトナム・ドンの対円レートは100倍表示 （出所）ブルームバーグ



W e e k l y！ I n v e s t m e n t  E n v i r o n m e n t

 豪ドル ↑豪ドル高  ↓豪ドル安   NZドル ↑NZドル高  ↓NZドル安 

（円/豪ドル） （⽶ドル/豪ドル） （円/NZドル） （⽶ドル/NZドル）

 カナダ・ドル ↑カナダ・ドル高  ↓カナダ・ドル安   メキシコ・ペソ ↑ペソ高  ↓ペソ安 

（円/カナダ・ドル） （カナダ・ドル/⽶ドル） （円/ペソ） （ペソ/⽶ドル）

 ブラジル・レアル ↑レアル高  ↓レアル安   コロンビア・ペソ ↑ペソ高  ↓ペソ安 

（円/レアル） （レアル/⽶ドル） （円/ペソ） （ペソ/⽶ドル）

 チリ・ペソ ↑ペソ高  ↓ペソ安   南アフリカ・ランド ↑ランド高  ↓ランド安 

（円/ペソ） （ペソ/⽶ドル） （円/ランド） （ランド/⽶ドル）

0.54
0.57
0.60
0.63
0.66
0.69
0.72
0.75
0.78

86
89
92
95
98

101
104
107
110

24/7/10 24/11/10 25/3/10 25/7/10

対円（左軸） 対米ドル（右軸）
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0.56

0.58

0.60

0.62

0.64

0.66
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92
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24/7/10 24/11/10 25/3/10 25/7/10
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1.24

1.28

1.32
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1.40

1.44

1.4895
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24/7/10 24/11/10 25/3/10 25/7/10

対円（左軸） 対米ドル（右軸、上下反転）
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16
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226.5

7.0
7.5
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8.5
9.0
9.5
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24/7/10 24/11/10 25/3/10 25/7/10

対円（左軸） 対米ドル（右軸、上下反転）

15

16

17
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20

216.5

7.0

7.5

8.0

8.5

9.0

9.5

24/7/10 24/11/10 25/3/10 25/7/10

対円（左軸） 対米ドル（右軸、上下反転）

4.4

4.8

5.2

5.6
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6.4

6.822
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28
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32

34

24/7/10 24/11/10 25/3/10 25/7/10

対円（左軸） 対米ドル（右軸、上下反転）
2,800

3,200

3,600

4,000

4,400

4,800

5,2002.7

3.0

3.3

3.6

3.9

4.2

4.5

24/7/10 24/11/10 25/3/10 25/7/10

対円（左軸） 対米ドル（右軸、上下反転）

800
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900

950

1,000

1,050

1,10014
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18
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24/7/10 24/11/10 25/3/10 25/7/10

対円（左軸） 対米ドル（右軸、上下反転）

付録 データ集｜為替レート（オセアニア、南北アメリカ、アフリカ）
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※グラフの期間は当資料発⾏⽇の前⽇を基準に過去1年間
※コロンビア・ペソとチリ・ペソの対円レートは100倍表示 （出所）ブルームバーグ



W e e k l y！ I n v e s t m e n t  E n v i r o n m e n t

 原油  天然ガス
（⽶ドル/バレル） （⽶ドル/MMBtu）

 ⾦  銀
（⽶ドル/トロイオンス） （⽶ドル/トロイオンス）

 銅  ⼤豆
（⽶ドル/ポンド） （⽶ドル/ブッシェル）

 コーン  小⻨
（⽶ドル/ブッシェル） （⽶ドル/ブッシェル）

3.4

3.8

4.2

4.6

5.0

5.4

5.8

24/7/10 24/11/10 25/3/10 25/7/10

COMEX銅先物価格
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3.5

4.0
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24/7/10 24/11/10 25/3/10 25/7/10

CBTコーン先物価格
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110
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WTI原油先物価格
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24/7/10 24/11/10 25/3/10 25/7/10

CBT大豆先物価格
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6

7

8
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CBT⼩⻨先物価格

1,900

2,200

2,500

2,800

3,100

3,400

3,700

24/7/10 24/11/10 25/3/10 25/7/10

COMEX⾦先物価格

1.5
2.0
2.5
3.0
3.5
4.0
4.5
5.0

24/7/10 24/11/10 25/3/10 25/7/10

NYMEX天然ガス先物価格

21

24

27

30

33

36

39

24/7/10 24/11/10 25/3/10 25/7/10

COMEX銀先物価格

付録 データ集｜商品
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※グラフの期間は当資料発⾏⽇の前⽇を基準に過去1年間
（出所）ブルームバーグ



W e e k l y！ I n v e s t m e n t  E n v i r o n m e n t

memo
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W e e k l y！ I n v e s t m e n t  E n v i r o n m e n t

memo
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